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１【ファンドの運用状況】

以下の記載事項は、平成23年２月28日現在の状況について記載してあります。

（１）【投資状況】

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 528,421,100 80.91

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 124,655,908 19.09

合計（純資産総額） 653,077,008 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

純資産総額（円）
１万口当たりの

基準価額（円）

第１期計算期間（平成22年７月26日現在） 634,502,429 9,259

平成22年２月末日 728,470,638 9,801

平成22年３月末日 797,363,185 10,801

平成22年４月末日 745,749,633 10,765

平成22年５月末日 654,474,843 9,518

平成22年６月末日 627,373,584 9,143

平成22年７月末日 636,826,924 9,293

平成22年８月末日 585,668,440 8,600

平成22年９月末日 622,512,535 9,182

平成22年10月末日 599,276,385 9,016

平成22年11月末日 624,553,230 9,734

平成22年12月末日 642,859,619 10,020

平成23年１月末日 641,051,868 10,029

平成23年２月末日 653,077,008 10,406

（注）決算日における基準価額は、分配付、分配落とも同一です。

②【分配の推移】

１万口当たりの収益分配金

第１期計算期間 0 円

③【収益率の推移】

収益率

第１期計算期間 △7.4 ％

第２期中間計算期間（自　平成22年７月27日　至　平成23年１月26日） 10.1 ％

（注）収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の

基準価額（分配落ちの額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価

額で除して得た数に100を乗じて得た数とします。なお、第１期計算期間については、前期末基準

価額の代わりに当初募集時の発行価額（１万口当たり10,000円）を使用しております。
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２【設定及び解約の実績】

設定口数 解約口数 発行済み口数

第１期計算期間 772,886,33087,574,145685,312,185

第２期中間計算期間

（自　平成22年７月27日

　至　平成23年１月26日）

― 45,711,427639,600,758

（注１）設定及び解約の実績は、全て本邦内における実績です。

（注２）第１期計算期間の設定口数には、当初募集期間中の募集に係る設定口数を含みます。
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３【ファンドの経理状況】

（１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和52年

大蔵省令第38号）」（以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条の３及び第57条の

２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則（平成12年総理府令第133号）」（以下「投資信

託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、第１期中間計算期間（平成21年７月31日から平成22年１月30日まで）の中間財務諸表につい

ては、改正前の中間財務諸表等規則並びに投資信託財産計算規則に基づき、第２期中間計算期間（平成

22年７月27日から平成23年１月26日まで）の中間財務諸表については、改正後の中間財務諸表等規則

並びに投資信託財産計算規則に基づいて作成しております。

ただし、第１期中間計算期間（平成21年７月31日から平成22年１月30日まで）の中間財務諸表につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

内閣府令第50号）」附則第４条第１項第１号但し書きの規定により、同内閣府令による改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（２）当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１期中間計算期間（平成21年

７月31日から平成22年１月30日まで）及び第２期中間計算期間（平成22年７月27日から平成23年１月

26日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けております。

EDINET提出書類

中央三井アセットマネジメント株式会社(E11685)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

 4/44



日経２２５インデックスファンド（繰上償還条件付）０９－０７　中間財務諸表
（１）【中間貸借対照表】

(単位：円)

第１期中間計算期間
(平成22年１月30日現在)

第２期中間計算期間
(平成23年１月26日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 229,584,585 133,284,812

株式 504,150,300 517,369,600

派生商品評価勘定 2,992,000 2,256,000

未収配当金 604,000 651,000

未収利息 1,164 280

差入委託証拠金 2,200,000 3,240,000

流動資産合計 739,532,049 656,801,692

資産合計 739,532,049 656,801,692

負債の部

流動負債

前受金 2,992,000 2,856,000

未払受託者報酬 183,593 166,775

未払委託者報酬 2,019,479 1,834,426

その他未払費用 18,298 16,611

流動負債合計 5,213,370 4,873,812

負債合計 5,213,370 4,873,812

純資産の部

元本等

元本 744,235,723 639,600,758

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △9,917,044 12,327,122

純資産合計 734,318,679 651,927,880

負債純資産合計 739,532,049 656,801,692
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
(単位：円)

第１期中間計算期間
(自 平成21年７月31日
　至 平成22年１月30日)

第２期中間計算期間
(自 平成22年７月27日
　至 平成23年１月26日)

営業収益

受取配当金 3,515,980 4,208,980

受取利息 111,873 61,343

有価証券売買等損益 △4,908,014 44,717,024

派生商品取引等損益 △5,534,150 13,200,875

その他収益 1,982 12,123

営業収益合計 △6,812,329 62,200,345

営業費用

受託者報酬 183,593 166,775

委託者報酬 2,019,479 1,834,426

その他費用 18,298 16,611

営業費用合計 2,221,370 2,017,812

営業利益又は営業損失（△） △9,033,699 60,182,533

経常利益又は経常損失（△） △9,033,699 60,182,533

中間純利益又は中間純損失（△） △9,033,699 60,182,533

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 1,020,271 461,699

期首剰余金又は期首欠損金（△） － △50,809,756

剰余金増加額又は欠損金減少額 142,197 3,416,044

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

－ 3,416,044

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

142,197 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 5,271 －

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

5,271 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △9,917,044 12,327,122
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（３）【中間注記表】

（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に関する注記）

第１期中間計算期間

自　平成21年７月31日

至　平成22年１月30日

第２期中間計算期間

自　平成22年７月27日

至　平成23年１月26日

１．有価証券の

評価基準及び

評価方法

株式

　移動平均法に基づき、法令及び社団法人

投資信託協会規則に従い、時価で評価して

おります。

株式

　移動平均法に基づき、時価で評価してお

ります。

　時価評価にあたっては、金融商品取引所

等における中間計算期間末日の最終相場

（最終相場のないものについては、それに

準じる価額）又は金融商品取引業者等か

ら提示される気配相場に基づいて評価し

ております。

２．デリバティ

ブの評価基準

及び評価方法

株価指数先物取引

　個別法に基づき、法令及び社団法人投資

信託協会規則に従い、時価で評価しており

ます。

　当ファンドにおける派生商品評価勘定

は、当該先物取引に係るものであります。

株価指数先物取引

　個別法に基づき、時価で評価しておりま

す。

　時価評価にあたっては、金融商品取引所

等の発表する中間計算期間末日の清算値

段によっております。

　当ファンドにおける派生商品評価勘定

は、当該先物取引に係るものであります。

３．収益及び費

用の計上基準

（１）受取配当金

　原則として、株式の配当落ち日において、

その金額が確定している場合には当該金

額を、未だ確定していない場合には予想配

当金額を計上し、入金金額との差額につい

ては入金時に計上しております。

（１）受取配当金

　同左

（２）派生商品取引等損益の計上基準

　約定日基準で計上しております。

（２）派生商品取引等損益の計上基準

　同左

４．その他 ファンドの計算期間

　当ファンドの計算期間は、原則として、毎

年７月27日から翌年７月26日までとなっ

ておりますが、第１期計算期間は設定日

（平成21年７月31日）から平成22年７月

26日までとなっており、第１期中間計算期

間は設定日（平成21年７月31日）から平

成22年１月30日までとなっております。

──────

（中間貸借対照表に関する注記）

第１期中間計算期間

（平成22年１月30日現在）

第２期中間計算期間

（平成23年１月26日現在）
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１．当該中間計算期間の末日に

おける受益権総数

744,235,723 口 639,600,758 口

２．「投資信託財産の計算に関

する規則（平成12年総理府令

第133号）」第55条の６第10号

に規定する額

元本の欠損

9,917,044 円

──────

３．１口当たり純資産額

（１万口当たり純資産額）

0.9867 円

（ 9,867 円）

1.0193 円

（ 10,193 円）

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第１期中間計算期間

自　平成21年７月31日

至　平成22年１月30日

第２期中間計算期間

自　平成22年７月27日

至　平成23年１月26日

剰余金増加額・減少額及び欠損

金減少額・増加額

「中間追加信託に伴う剰余金

増加額又は欠損金減少額」及び

「中間一部解約に伴う剰余金減

少額又は欠損金増加額」は、それ

ぞれ剰余金減少額と増加額との

純額を表示しております。

「中間一部解約に伴う剰余金

増加額又は欠損金減少額」は、欠

損金増加額との純額を表示して

おります。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第１期中間計算期間

（平成22年１月30日現在）

第２期中間計算期間

（平成23年１月26日現在）

────── １．中間貸借対照表計上額、時価及び差額

中間貸借対照表上の金融商品は原則として時価

で評価しているため、中間貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。

────── ２．時価の算定方法

（１）株式

「（中間財務諸表作成の基本となる重要な事

項に関する注記）」に記載しております。

（２）デリバティブ取引

「（その他の注記）」の「３．デリバティブ

取引関係」に記載しております。

（３）コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
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────── ３．金融商品の時価等に関する事項の補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ

か、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては一定の前提条件等を採用しているため、異な

る前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ

ともあります。

　また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額又は契約上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すもので

はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

第１期中間計算期間

自　平成21年７月31日

至　平成22年１月30日

第２期中間計算期間

自　平成22年７月27日

至　平成23年１月26日

該当事項はありません。 同左

（重要な後発事象に関する注記）

第１期中間計算期間

自　平成21年７月31日

至　平成22年１月30日

第２期中間計算期間

自　平成22年７月27日

至　平成23年１月26日

該当事項はありません。 同左

（その他の注記）

１．本書における開示対象ファンドの当該中間計算期間における元本額の変動

第１期中間計算期間

自　平成21年７月31日

至　平成22年１月30日

第２期中間計算期間

自　平成22年７月27日

至　平成23年１月26日

期首元本額 399,874,731 円 685,312,185 円

期中追加設定元本額 373,011,599 円 － 円

期中一部解約元本額 28,650,607 円 45,711,427 円

２．有価証券関係

第１期中間計算期間

（平成22年１月30日現在）

第２期中間計算期間

（平成23年１月26日現在）

該当事項はありません。 同左

３．デリバティブ取引関係

Ⅰ．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

株式関連

区分

平成22年１月30日現在

種類 契約額等（円） 時価

（円）

評価損益

（円）うち１年超
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市場取引
株価指数先物取引

買　建 220,528,000― 223,520,0002,992,000

合計 220,528,000― 223,520,0002,992,000

（注）１．時価の算定方法

株価指数先物取引の時価については、原則として中間計算期間末日の取引所の発表する清算値

段又は証拠金算定基準値段で評価しております。

２．株価指数先物取引の残高は、契約金額ベースで表示しております。

Ⅱ．ヘッジ会計が適用されていないもの

株式関連

区分

平成23年１月26日現在

種類 契約額等（円） 時価

（円）

評価損益

（円）うち１年超

市場取引
株価指数先物取引

買　建 122,784,000― 125,040,0002,256,000

合計 122,784,000― 125,040,0002,256,000

（注）１．時価の算定方法

株価指数先物取引の時価については、金融商品取引所等の発表する中間計算期間末日の清算値

段で評価しております。

２．株価指数先物取引の残高は、契約金額ベースで表示しております。

Ⅲ．ヘッジ会計が適用されているもの

第１期中間計算期間

（平成22年１月30日現在）

第２期中間計算期間

（平成23年１月26日現在）

────── 該当事項はありません。
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４【委託会社等の概況】

（１）【資本金の額】

本書提出日現在の資本金の額：３億円

会社の発行可能株式総数：16,000株

発行済株式総数：5,050株

平成11年７月１日に中信投資顧問株式会社と合併し、資本金を２億円から２億5,250万円に、

発行済株式総数を4,000株から5,050株に変更しています。

また、平成12年６月30日に資本準備金を資本金に繰入れし、資本金を２億5,250万円から３億

円に増資いたしました。（新株発行はしない無償増資。）

（２）【事業の内容及び営業の状況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券

投資信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用

（投資運用業）を行っています。

平成23年２月28日現在、委託会社が運用の指図を行っている公募の証券投資信託は次のとお

りです。

本数（本） 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 70 543,385

追加型公社債投資信託 － －

単位型株式投資信託 12 25,672

単位型公社債投資信託 － －

合計 82 569,057

なお私募を含めた証券投資信託（マザーファンドを除きます。）の純資産総額の合計は、平成

23年２月28日現在、２兆3,193億円です。

（３）【その他】

①　定款の変更

当会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

②　訴訟事件その他の重要事項

本書提出日現在、委託会社及びファンドに重要な影響を与えると予想される訴訟事件等は発

生しておりません。
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５【委託会社等の経理状況】

（１）委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵

省令第59号）」（以下「財務諸表等規則」といいます。）第２条の規定により、財務諸表等規則

及び「金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年８月６日内閣府令第52号）」（以下「業

府令」といいます。）に基づいて作成しております。

ただし、第23期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸

表等規則及び業府令に基づいて作成しており、第24期事業年度（平成21年４月１日から平成22

年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及び業府令に基づいて作成しております。

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和

52年大蔵省令第38号）」（以下「中間財務諸表等規則」といいます。）第38条及び第57条の規

定により、中間財務諸表等規則及び業府令に基づいて作成しております。

なお、財務諸表及び中間財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨て

て表示しております。

（２）委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第23期事業年度（平成20年

４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表については、監査法人トーマツによる監査を

受け、第24期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表及び第25期

中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の中間財務諸表については、有

限責任監査法人トーマツによる監査及び中間監査を受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により平成21年７月１日をもって有限責任

監査法人トーマツとなっております。
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（１）【貸借対照表】

科目

第23期
平成21年３月31日

第24期
平成22年３月31日

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ　流動資産       

１．現金・預金  1,464,505  1,823,012 

２．前払費用  130,306   92,464  

３．未収委託者報酬  972,672   1,023,412 

４．未収収益  170   102  

５．繰延税金資産  29,168   30,247  

６．その他  5,391   4,463  

流動資産　計  2,602,21687.5  2,973,70388.9

Ⅱ　固定資産       

１．有形固定資産※１       

(1）建物  29,232   24,815  

(2）器具備品  54,113   36,727  

有形固定資産　計  83,3462.8  61,5431.8

２．無形固定資産       

(1）ソフトウェア  100,593   114,197  

(2）電話加入権  1,847   1,847  

(3）電話施設利用権  78   57  

無形固定資産　計  102,5183.5  116,1023.5

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券  65,000   74,897  

(2）長期貸付金  42,388   39,988  

(3）長期差入保証金  87,326   88,736  

(4）長期前払費用  7,457   4,915  

(5）会員権  25,000   25,000  

(6）貸倒引当金  △42,388   △39,988  

投資その他の資産　計  184,7846.2  193,5495.8

固定資産　計  370,64812.5  371,19511.1

資　産　合　計  2,972,864100.0  3,344,898100.0
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科目

第23期
平成21年３月31日

第24期
平成22年３月31日

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ　流動負債       

１．預り金  3,008   3,792  

２．未払金       

(1）未払手数料 316,013   327,341   

(2）その他未払金 71,990 388,004  56,890 384,231  

３．未払費用  246,794   279,266  

４．未払法人税等  103,823   114,387  

５．賞与引当金  45,488   46,407  

流動負債　計  787,11826.5  828,08524.8

Ⅱ　固定負債       

１．退職給付引当金  16,535   22,905  

２．役員退職慰労引当金  22,100   31,800  

固定負債　計  38,6351.3  54,7051.6

負　債　合　計  825,75427.8  882,79126.4

（純資産の部）       

Ⅰ　株主資本       

１．資本金  300,00010.1  300,0009.0

２．資本剰余金       

(1）資本準備金  50,000   50,000  

資本剰余金　計  50,0001.7  50,0001.5

３．利益剰余金       

(1）利益準備金  25,401   25,401  

(2）その他利益剰余金       

繰越利益剰余金  1,771,709  2,086,808 

利益剰余金　計  1,797,11060.4  2,112,21063.1

株主資本計  2,147,11072.2  2,462,21073.6

Ⅱ　評価・換算差額等       

１．その他有価証券評価差額金  －   △103  

評価・換算差額等計  － －  △103 △0.0

純資産合計  2,147,11072.2  2,462,10773.6

負債・純資産合計  2,972,864100.0  3,344,898100.0
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（２）【損益計算書】

科目

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益       

１．委託者報酬  11,250,556  9,668,856 

２．その他営業収益       

(1）投資顧問料 7,937 7,937   －  

営業収益　計  11,258,493100.0  9,668,856100.0

Ⅱ　営業費用       

１．支払手数料  4,424,596  3,855,512 

２．広告宣伝費  305,210   89,996  

３．受益証券発行費  250   －  

４．調査費       

(1）調査費 229,875   234,896   

(2）委託調査費 3,355,4363,585,312 2,921,1443,156,040 

５．営業雑経費       

(1）通信費 15,143   14,562   

(2）印刷費 284,199   192,040   

(3）協会費 13,436   11,699   

(4）諸会費 317 313,096  389 218,692  

営業費用　計  8,628,46576.6  7,320,24175.7

Ⅲ　一般管理費       

１．給料       

(1）役員報酬 50,723   57,119   

(2）給料・手当 561,245   609,618   

(3）賞与 130,680742,649  132,613799,351  

２．福利厚生費  191,032   211,448  

３．交際費  2,300   1,056  

４．寄付金  300   －  

５．旅費交通費  27,150   20,394  

６．租税公課  11,916   11,448  

７．不動産賃借料  109,171   112,953  

８．退職給付費用  6,212   6,497  

９．役員退職慰労引当金繰入  16,350   12,900  

10．賞与引当金繰入  45,488   46,407  

11．減価償却費  61,317   56,560  

12．諸経費  507,792   520,606  

一般管理費　計  1,721,68115.3  1,799,62618.6

営業利益  908,3468.1  548,9885.7
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科目

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益       

１．受取配当金  7,549   3,000  

２．受取利息  1,965   1,101  

３．雑収入  3,884   333  

営業外収益　計  13,3980.1  4,435 0.0

Ⅴ　営業外費用       

１．雑損失※１  391   5,057  

営業外費用　計  391 0.0  5,057 0.0

経常利益  921,3538.2  548,3665.7

Ⅵ　特別利益       

１．投資有価証券売却益  －   2,918  

２．貸倒引当金戻入  2,400   2,400  

特別利益　計  2,400 0.0  5,318 0.0

Ⅶ　特別損失       

１．投資有価証券売却損  －   17  

２．統合関連費用※１  －   9,577  

特別損失　計  － 0.0  9,594 0.1

税引前当期純利益  923,7538.2  544,0905.6

法人税、住民税及び事業税 376,581   230,069   

法人税等調整額 7,972 384,5533.4 △1,078 228,9912.3

当期純利益  539,2004.8  315,0993.3
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（３）【株主資本等変動計算書】

    
第23期

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

株主資本   （単位：千円） （単位：千円）

 資本金 前期末残高  300,000 300,000

  当期変動額  － －

  当期末残高  300,000 300,000

 資本剰余金     

 資本準備金 前期末残高  50,000 50,000

  当期変動額  － －

  当期末残高  50,000 50,000

 資本剰余金合計 前期末残高  50,000 50,000

  当期変動額  － －

  当期末残高  50,000 50,000

 利益剰余金     

 利益準備金 前期末残高  25,401 25,401

  当期変動額  － －

  当期末残高  25,401 25,401

 その他利益剰余金     

 繰越利益剰余金 前期末残高  1,382,999 1,771,709

  当期変動額 剰余金の配当 △150,490 －

   当期純利益 539,200 315,099

  当期末残高  1,771,709 2,086,808

 利益剰余金合計 前期末残高  1,408,400 1,797,110

  当期変動額  388,710 315,099

  当期末残高  1,797,110 2,112,210

 株主資本合計 前期末残高  1,758,400 2,147,110

  当期変動額  388,710 315,099

  当期末残高  2,147,110 2,462,210

評価・換算差額等     

 その他有価証券評価差額金 前期末残高  － －

  当期変動額 （純額） － △103

  当期末残高  － △103

 評価・換算差額等合計 前期末残高  － －

  当期変動額  － △103

  当期末残高  － △103

純資産合計 前期末残高  1,758,400 2,147,110

  当期変動額  388,710 314,996

  当期末残高  2,147,110 2,462,107
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重要な会計方針

期別
 

項目

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

その他有価証券 その他有価証券

(1）時価のないもの (1）時価のないもの

移動平均法に基づく原価法を採用

しております。

同左

  (2）時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額については全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用

しております。

２．固定資産の減価償却の方法   

(1）有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、耐用年数は、建物については主とし

て15年～18年、器具備品については主と

して５年～20年であります。

同左

(2）無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、利用可能期間（５年）を耐用年数と

しております。

同左

３．引当金の計上基準   

(1）貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

同左

(2）賞与引当金 従業員への賞与の支給に充てるため、支

給見込額のうち当期負担分を計上してお

ります。

同左

(3）退職給付引当金 従業員への退職金支給に充てるため、自

己都合退職による期末退職給付債務相当

額を計上しております。

同左

(4）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づき期末要支給額を計上してお

ります。

同左

４．その他財務諸表作成の基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式を採用し

ております。

同左
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注記事項

１．貸借対照表関係

期別
項目

第23期
（平成21年３月31日）

第24期
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価

償却累計額

建物　　　　　　　　　　 23,636千円

器具備品　　　　　　　　161,247千円

建物　　　　　　　　　　 28,053千円

器具備品　　　　　　　　177,074千円

 

２．損益計算書関係

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

－ ※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

 　

雑損失（臨時経営指導料） 4,490千円

統合関連費用 9,577千円

　

 

３．株主資本等変動計算書関係

期別
 

項目

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

１．発行済株式に関する事項 　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,050 － － 5,050

　

２．自己株式に関する事項 該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項 該当事項はありません。

４．配当に関する事項 (1）配当金支払額

 　

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 150,49029,800平成20年３月31日平成20年６月27日

　

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 該当事項はありません。

 

期別
 

項目

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

１．発行済株式に関する事項 　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,050 － － 5,050

　

２．自己株式に関する事項 該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項 該当事項はありません。

４．配当に関する事項 (1）配当金支払額

 該当事項はありません。

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 該当事項はありません。
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４．リース取引関係

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

リース取引は重要性が乏しく、１件当たりの金額が少額な

ため、注記を省略しております。

同左

 

５．金融商品関係

第24期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、投資信託委託業務を中心とする投資運用業を行っており、事業を行うために主に現金・預金や未

収委託者報酬などの資産を有し、未払金などの負債を負っております。資金運用については短期的な預金

等に限定し、資金調達は自己資本で賄っております。

　投資運用業に伴う未収委託者報酬・未払金は運用資産額変動の影響を受けますが、定期的なモニタリン

グ及び資金繰計画の作成により管理しております。

　投資有価証券については、定期的な時価の把握及び社内の報告体制を敷いております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次表には含めておりません。

 貸借対照表上計上額（＊） 時価（＊） 差額

 千円 千円 千円

(1）現金・預金 1,823,012 1,823,012 －

(2）未収委託者報酬 1,023,412 1,023,412 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 9,897 9,897 －

(4）未払金 (384,231) (384,231) －

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1）現金・預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。満期のある預金に

ついては、預入期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2）未収委託者報酬及び(4）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券

　投資信託受益証券については、証券投資信託委託会社の公表する基準価額等によっております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。

内容 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 65,000

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしており

ません。
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（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

 

６．有価証券関係

第23期
（平成21年３月31日）

第24期
（平成22年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの １．その他有価証券

該当事項はありません。 貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 

　

区分
貸借対照表
計上額

取得原価 差額

 千円 千円 千円

その他 9,89710,000△103

計 9,89710,000△103

　

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 ２．当事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

　

区分 売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

 千円 千円 千円

その他 64,9012,918 17

計 64,9012,918 17

　

３．時価評価されていない有価証券 ３．時価評価されていない有価証券

　

内容 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 65,000

　

　

内容 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 65,000

　

４．その他有価証券のうち満期があるものの決算日後にお

ける償還予定額

４．その他有価証券のうち満期があるものの決算日後にお

ける償還予定額

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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７．デリバティブ関係

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該

当事項はありません。

同左

 

８．退職給付関係

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制

度を採用しております。

同左

２．退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日現在）２．退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日現在）

　

退職給付債務 △16,535千円

退職給付引当金 △16,535千円

   

　（注）退職給付債務は、簡便法により算定しております。

　

退職給付債務 △22,905千円

退職給付引当金 △22,905千円

   

　（注）退職給付債務は、簡便法により算定しております。

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで） （平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　

勤務費用 6,212千円

退職給付費用 6,212千円

   

　（注）退職給付費用は、簡便法により算定しております。

　

勤務費用 6,497千円

退職給付費用 6,497千円

   

　（注）退職給付費用は、簡便法により算定しております。

 

９．税効果会計関係

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入超過額 17,247千円

賞与引当金繰入超過額 18,509千円

未払事業税 8,540千円

その他 18,609千円

繰延税金資産小計 62,906千円

評価性引当額 △33,738千円

繰延税金資産合計 29,168千円

　

　

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入超過額 16,271千円

賞与引当金繰入超過額 18,883千円

未払事業税 9,168千円

その他 25,501千円

繰延税金資産小計 69,823千円

評価性引当額 △39,576千円

繰延税金資産合計 30,247千円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。

同左
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10．関連当事者との取引関係

Ⅰ　第23期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

（追加情報）

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17

日）を適用しております。

これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

当社と同一の親会社を持つ会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の
親会社
を持つ
会社

中央三井信託銀行
株式会社
（注）親会社中央

三井トラス
ト・ホール
ディングス
株式会社の
子会社

東京都
港区

399,697
銀行業務・
信託業務

該当なし
投資信託
販売

投資信託に係る
営業費用の支払
（注１）
支払代行手数
料

 
 

4,171,346

 
 
 
未払手数
料

 
 

295,661

同一の
親会社
を持つ
会社

中央三井アセット
信託銀行株式会社
（注）親会社中央

三井トラス
ト・ホール
ディングス
株式会社の
子会社

東京都
港区

11,000信託業務 該当なし
投資信託
委託
投資顧問

支払投資顧問料
（注１）
調査費（支払
投資顧問料）

 
3,306,819

 
 
未払費用
前払費用

 
 

210,392
86,162

建物の賃借
（注２）

－
長期差入
保証金

70,411

同一の
親会社
を持つ
会社

中央三井インフォ
メーションテクノ
ロジー株式会社
（注）親会社中央

三井トラス
ト・ホール
ディングス
株式会社の
子会社

東京都
目黒区

200
情報処理
サービス業

該当なし
システムの
管理・開発
委託

ソフトウェアの
購入（注２）
ソフトウェア

 
 

35,207

 
 
－

 
 
－

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（長期差入保証金を除く）には消費税等が含ま

れております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）報酬率は、一般取引条件を勘案し対象ファンド毎に決定している。

（注２）取引条件は、一般取引条件を勘案して決定している。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

中央三井トラスト・ホールディングス株式会社（東京、大阪、名古屋証券取引所に上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　第24期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

１．関連当事者との取引

当社と同一の親会社を持つ会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の
親会社
を持つ
会社

中央三井信託銀行
株式会社
（注）親会社中央

三井トラス
ト・ホール
ディングス
株式会社の
子会社

東京都
港区

399,697
銀行業務・
信託業務

該当なし
投資信託
販売

投資信託に係る
営業費用の支払
（注１）
支払代行手数
料

 
 

3,600,680

 
 
 
未払手数
料

 
 

300,655

同一の
親会社
を持つ
会社

中央三井アセット
信託銀行株式会社
（注）親会社中央

三井トラス
ト・ホール
ディングス
株式会社の
子会社

東京都
港区

11,000信託業務 該当なし
投資信託
委託
投資顧問

支払投資顧問料
（注１）
調査費（支払
投資顧問料）

 
2,778,495

 
 
未払費用
前払費用

 
 

235,031
49,803

建物の賃借
（注２）

－
長期差入
保証金

71,548

同一の
親会社
を持つ
会社

中央三井インフォ
メーションテクノ
ロジー株式会社
（注）親会社中央

三井トラス
ト・ホール
ディングス
株式会社の
子会社

東京都
目黒区

200
情報処理
サービス業

該当なし
システムの
管理・開発
委託

ソフトウェアの
購入（注２）
ソフトウェア

 
 

45,122

 
 
－

 
 
－

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（長期差入保証金を除く）には消費税等が含ま

れております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）報酬率は、一般取引条件を勘案し対象ファンド毎に決定している。

（注２）取引条件は、一般取引条件を勘案して決定している。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

中央三井トラスト・ホールディングス株式会社（東京、大阪、名古屋証券取引所に上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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11．１株当たり情報

項目
第23期

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

１．１株当たり純資産額 425,170円41銭 487,545円94銭

２．１株当たり当期純利益 106,772円29銭 62,395円92銭

 （注）潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

 

１株当たり当期純損益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
第23期

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

当期純利益（千円） 539,200 315,099

普通株主に帰属しない金額
（千円）

－ －

普通株式に係る当期純利益
（千円）

539,200 315,099

普通株式の期中平均株式数
（株）

5,050 5,050

 

12．重要な後発事象

第23期
（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

第24期
（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

該当事項はありません。 同左

 

次へ
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（４）中間貸借対照表

科目

第25期中間会計期間末
平成22年９月30日

 

金額（千円）
構成比
（％）

  

（資産の部）       

Ⅰ　流動資産       

１．現金・預金  2,092,721    

２．前払費用  79,040     

３．未収委託者報酬  937,874     

４．未収収益  71     

５．繰延税金資産  30,996     

６．その他  1,005     

流動資産　計  3,141,70991.4    

Ⅱ　固定資産       

１．有形固定資産※１       

（1）建物  27,226     

（2）器具備品  31,028     

有形固定資産　計  58,2541.7    

２．無形固定資産       

（1）ソフトウェア  96,321     

（2）電話加入権  1,847     

（3）電話施設利用権  47     

無形固定資産　計  98,2162.8    

３．投資その他の資産       

（1）投資有価証券  21,396     

（2）長期貸付金  38,788     

（3）長期差入保証金  90,141     

（4）長期前払費用  3,693     

（5）会員権  25,000     

（6）貸倒引当金  △38,788     

投資その他の資産　計  140,2314.1    

固定資産　計  296,7028.6    

資産合計  3,438,412100.0    

EDINET提出書類

中央三井アセットマネジメント株式会社(E11685)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

26/44



科目

第25期中間会計期間末
平成22年９月30日

 

金額（千円）
構成比
（％）

  

（負債の部）       

Ⅰ　流動負債       

１．預り金  3,214     

２．未払金       

（1）未払手数料 286,519      

（2）その他未払金※２ 64,725 351,245     

３．未払費用  263,402     

４．未払法人税等  85,017     

５．賞与引当金  50,173     

流動負債　計  753,05321.9    

Ⅱ　固定負債       

１．退職給付引当金  24,146     

２．役員退職慰労引当金  11,200     

３．繰延税金負債  1,820     

４．資産除去債務  5,845     

固定負債　計  43,0121.3    

負債合計  796,06623.2    

（純資産の部）       

Ⅰ　株主資本       

１．資本金  300,0008.7    

２．資本剰余金       

（1）資本準備金  50,000     

資本剰余金　計  50,0001.5    

３．利益剰余金       

（1）利益準備金  25,401     

（2）その他利益剰余金       

繰越利益剰余金  2,266,828    

利益剰余金　計  2,292,22966.6    

株主資本　計  2,642,22976.8    

Ⅱ　評価・換算差額等       

１．その他有価証券評価差額金  116 0.0    

評価・換算差額等　計  116 0.0    

純資産合計  2,642,34576.8    

負債・純資産合計  3,438,412100.0    
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（５）中間損益計算書

科目

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

 

金額（千円）
百分比
（％）

  

Ⅰ　営業収益       

１．委託者報酬  4,537,380    

営業収益　計  4,537,380100.0    

Ⅱ　営業費用       

１．支払手数料  1,722,765    

２．広告宣伝費  33,117     

３．調査費       

（1）調査費 113,987      

（2）委託調査費 1,440,0311,554,018    

４．営業雑経費       

（1）通信費 7,229      

（2）印刷費 90,988      

（3）協会費 5,834      

（4）諸会費 421 104,474     

営業費用　計  3,414,37575.2    

Ⅲ　一般管理費       

１．給料       

（1）役員報酬 30,635      

（2）給料・手当 313,561      

（3）賞与 54,599 398,796     

２．福利厚生費  116,630     

３．交際費  351     

４．旅費交通費  10,589     

５．租税公課  7,645     

６．不動産賃借料  58,030     

７．退職給付費用  3,707     

８．役員退職慰労引当金繰入  5,500     

９．賞与引当金繰入  50,173     

10．減価償却費※１  26,064     

11．諸経費  265,740     

一般管理費　計  943,22920.8    

営業利益  179,7754.0    
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科目

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

 

金額（千円）
百分比
（％）

  

Ⅳ　営業外収益       

１．受取配当金  63,400     

２．受取利息  471     

３．雑収入  2,553     

営業外収益　計  66,4251.4    

Ⅴ　営業外費用       

１．雑損失  63     

営業外費用　計  63 0.0    

経常利益  246,1375.4    

Ⅵ　特別利益       

１．投資有価証券売却益  67,188     

２．貸倒引当金戻入  1,200     

特別利益　計  68,3881.5    

Ⅶ　特別損失       

１．投資有価証券売却損  339     

２．固定資産除却損  980     

３．資産除去債務会計基準の適
用に伴う影響額

 1,449     

４．統合関連費用  36,460     

特別損失　計  39,2300.8    

税引前中間純利益  275,2966.1    

法人税、住民税及び事業税 94,285      

法人税等調整額 991 95,2762.1    

中間純利益  180,0194.0    
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（６）中間株主資本等変動計算書

第25期中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

    （単位：千円）

株主資本    

 資本金 前期末残高  300,000

  中間会計期間中の変動額  －

  中間会計期間末残高  300,000

 資本剰余金    

 資本準備金 前期末残高  50,000

  中間会計期間中の変動額  －

  中間会計期間末残高  50,000

 資本剰余金合計 前期末残高  50,000

  中間会計期間中の変動額  －

  中間会計期間末残高  50,000

 利益剰余金    

 利益準備金 前期末残高  25,401

  中間会計期間中の変動額  －

  中間会計期間末残高  25,401

 その他利益剰余金    

 繰越利益剰余金 前期末残高  2,086,808

  中間会計期間中の変動額 中間純利益 180,019

  中間会計期間末残高  2,266,828

 利益剰余金合計 前期末残高  2,112,210

  中間会計期間中の変動額  180,019

  中間会計期間末残高  2,292,229

 株主資本合計 前期末残高  2,462,210

  中間会計期間中の変動額  180,019

  中間会計期間末残高  2,642,229

評価・換算差額等    

 その他有価証券評価差額金 前期末残高  △103

  中間会計期間中の変動額（純額） 219

  中間会計期間末残高  116

 評価・換算差額等合計 前期末残高  △103

  中間会計期間中の変動額  219

  中間会計期間末残高  116

純資産合計 前期末残高  2,462,107

  中間会計期間中の変動額  180,238

  中間会計期間末残高  2,642,345
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
第25期中間会計期間

（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

その他有価証券  

（1）時価のあるもの  

 中間決算日の市場価格等に基づく

時価法

（評価差額については全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用し

ております。

 

 （2）時価のないもの  

 移動平均法に基づく原価法を採用

しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法   

（1）有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、耐用年数は、建物については主と

して15年～18年、器具備品については

主として５年～20年であります。

 

（2）無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、利用可能期間（５年）を耐用年

数としております。

 

３．引当金の計上基準   

（1）貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

 

（2）賞与引当金 従業員への賞与の支給に充てるため、支

給見込額のうち当中間会計期間負担分を

計上しております。

 

（3）退職給付引当金 従業員への退職金支給に充てるため、自

己都合退職による中間期末退職給付債務

相当額を計上しております。

 

（4）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づき当中間期末要支給額を計上

しております。

 

４．その他中間財務諸表作成の

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式を採用し

ております。
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会計方針の変更

項目
第25期中間会計期間

（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

 

「資産除去債務に関する会計基

準」等の適用

　当中間会計期間より、「資産除去債務に

関する会計基準」（企業会計基準第18号

　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

 

 　これにより、営業利益及び経常利益は、

それぞれ118千円、税引前中間純利益は

1,567千円減少しております。

 

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
第25期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

 

※１．有形固定資産の減価償却

累計額

建物　　　　　　　　　　 30,559千円  

器具備品　　　　　　　　136,425千円  

※２．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他未払金」に含

めて表示しております。

 

 

（中間損益計算書関係）

項目
第25期中間会計期間

（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

 

※１．減価償却実施額 有形固定資産　　　　　　　8,178千円  

 無形固定資産　　　　　　 17,886千円  

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

項目
第25期中間会計期間

（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

１．発行済株式に関する事項 　

株式の種類
前事業
年度末

増加 減少
当中間
会計期末

普通株式（株） 5,050－ － 5,050

　

２．自己株式に関する事項 該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項 該当事項はありません。

４．配当に関する事項 該当事項はありません。

 

リース取引関係

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

当社はリース取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中央三井アセットマネジメント株式会社(E11685)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

32/44



金融商品関係

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

金融商品の時価等に関する事項

　平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次表

には含めておりません。

　

 中間貸借対照表計上額
（*）

時価
（*） 差額

 千円 千円 千円

（1）現金・預金 2,092,721 2,092,721 －

（2）未収委託者報酬 937,874 937,874 －

（3）投資有価証券    

その他有価証券 11,396 11,396 －

（4）未払金 (351,245) (351,245)－

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

（1）現金・預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。満期のある預金については、預入期間が短期間

（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

（2）未収委託者報酬及び（4）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

　投資信託受益証券については、証券投資信託委託会社の公表する基準価額等

によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。

　

内　　　　容 中間貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 10,000

　

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから時価開示の対象とはしておりません。
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有価証券関係

第25期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

１．その他有価証券

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　

区分
中間貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

投資信託受益証券 11,39611,200 196

計 11,39611,200 196

　

　非上場株式（中間貸借対照表計上額 10,000千円）については、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表

の「その他有価証券」には含めておりません。

 

デリバティブ関係

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

当社はデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

 

資産除去債務関係

第25期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減

　

 千円

前事業年度末残高（注） 5,776

時の経過による調整額 69

当中間会計期間末残高 5,845

　

（注）当中間会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　

平成20年３月31日）を適用しているため、前事業年度の末日に

おける残高に代えて、当中間会計期間の期首における残高を記

載しております。
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セグメント情報等

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

（セグメント情報）

当社は、投資信託委託業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

（関連情報）

１．製品及びサービスごとの情報

　投資信託委託業の区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の

営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を

超えるため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固

定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　

顧客の名称 営業収益

中央三井高金利ソブリンオープン 721,448千円

中央三井ＶＡバランスファンド
（株２５／１００）

597,316千円

　

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているた

め、当該投資信託を顧客として上表は記載しております。

（追加情報）

当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」

（企業会計基準第17号　最終改正平成21年３月27日）及び「セグメント

情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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１株当たり情報

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　 　　　523,236円82銭

１株当たり中間純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　35,647円44銭

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

（注）１株当たり中間純利益算定上の基礎は以下のとおりであります。

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

中間純利益（千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　180,019

普通株主に帰属しない金額（千円）　　　　　　　　　　　　　　　　－

普通株式に係る中間純利益（千円）　　　　　　　　　　　　　 180,019

普通株式の期中平均株式数（株）　　　　　　　　　　　　　　　 5,050

 

重要な後発事象

第25期中間会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成２２年３月３０日

中央三井アセットマネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　崎　雅　則 印

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平　木　達　也 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた

め、「ファンドの経理状況」に掲げられている日経２２５インデックスファンド（繰上償

還条件付）０９－０７の平成２１年７月３１日から平成２２年１月３０日までの中間計算

期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注

記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関

して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る

ことを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠して、日経２２５インデックスファンド（繰上償還条件付）０

９－０７の平成２２年１月３０日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計

算期間（平成２１年７月３１日から平成２２年１月３０日まで）の損益の状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

　中央三井アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員と

の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

※　１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。

　　２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

平成２１年６月１２日

中央三井アセットマネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

監査法人　ト　ー　マ　ツ  

  
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松　崎　雅　則 印

  
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 平　木　達　也 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた

め、「委託会社等の経理状況」に掲げられている中央三井アセットマネジメント株式会社

の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、中央三井アセットマネジメント株式会社の平成２１年３月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

※　上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

平成２３年３月２５日

中央三井アセットマネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　崎　雅　則 印

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平　木　達　也 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた

め、「ファンドの経理状況」に掲げられている日経２２５インデックスファンド（繰上償

還条件付）０９－０７の平成２２年７月２７日から平成２３年１月２６日までの中間計算

期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注

記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関

して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る

ことを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠して、日経２２５インデックスファンド（繰上償還条件付）０

９－０７の平成２３年１月２６日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計

算期間（平成２２年７月２７日から平成２３年１月２６日まで）の損益の状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

　中央三井アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員と

の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

※　１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。

　　２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

平成２２年６月１０日

中央三井アセットマネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松　崎　雅　則 印

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平　木　達　也 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている中央三井アセットマネジメント株式会社の平成

２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、中央三井アセットマネジメント株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状

態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上　

※　上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

平成２２年１２月１４日

中央三井アセットマネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松　崎　雅　則 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 平　木　達　也 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている中央三井アセットマネジメント株式会社の平成

２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第２５期事業年度の中間会計期間（平成２

２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、中央三井アセットマネジメント株式会社の平成２２年９月３０日

現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２２年４月１日から平成２２

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上

※　上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社が別途保管しております。
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